
（３） 公告日から契約の相手方として決定されるまでの間に国等からの指名停止又は取引
停止の措置を受けていない者であること。

（３） 本公告は、令和９年度の予算の認可を必要条件として行うものである。詳細は公募要領による。

（４） 一般競争参加資格（全省庁統一資格）において、令和９年度｢役務の提供等」のＡ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされている者であること。

（１） 日本私立学校振興・共済事業団会計規程第２５条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

（１） 本公告に示した公募に必要な資格のない者の意思表示は無効とする。また、提出した資料に
ついて、後日、ヒアリングを実施する場合がある。

（２） 公募を行った結果、令和８年度受託者以外に公募内容等の条件を満たす者が存在した場合
は、公募内容等の条件を満たす者による入札を行うものとする。（２） 日本私立学校振興・共済事業団会計規程第２６条の規定に該当しない者であること。

４．その他

日本私立学校振興・共済事業団が運営する私学共済制度等について、加入者、年金
受給者及び学校法人等からの照会に対し、適切な事務手続き等の案内及び相談対
応を行うことを目的に、電話相談、窓口相談及び外国語（英語）による相談に対応する
ための通訳業務を委託するものである。

【本件担当、連絡先】

〒１１３－８４４１　東京都文京区湯島一丁目７番５号

事業団  財務部契約課

電 話：０３－３８１３－８５４２

令 和 ９年 ４月 １日 から 令和１０年３月３１日 まで

２．公募に参加する者に必要な資格

（３） 契約期間

（２） 事業の内容 する。

理　事　長　　福　原　 紀　彦

１．公募に付する事項 ３．公募の条件等を満たす旨等の意思表示

（１） 事業名 本公募の条件を満たしており、参加を希望する者は、令和８年１２月８日 (火) 午後３時までに公募要

令和９年度　私学共済制度電話相談等業務 領に定める申込書等必要書類を提出すること。なお、公募要領については、下記連絡先にて配付

日本私立学校振興・共済事業団

公　募　公　告

次のとおり公募します。

令和８年１１月５日


